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既設橋梁の耐震補強に対する
制震装置の適用に関する解析的検討
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大地震に適用可能な橋梁用制震装置として, TMDをベースにてこの原理を利用して制震効果を大きく高
めた制震装置を開発している.大地震時に本装置がいかに有効に働くかを検討するために,既設橋梁に本

装置を設置したケースについて,橋脚の非線形特性を考慮した非線形地震応答解析を実施し,その有効性
を確認した.また,同様の条件下で免震支泉を用いたケースとの比較を行い,本別震装置の特徴を明らか
にした.
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1.はじめに

兵庫県南部地震後の道路橋の耐震補強工事では,

橋脚の変形性能を向上させるための鋼板巻立て工法

や鉄筋コンクリート巻立て工法などによる補強のみ

ならず,橋梁全体系の耐震性確保の観点から,地震

力の吸収と分散を目的とした免震支東への置換え,

落橋防止構造の増強なども多く行われている.しか

し, Ⅲ種地盤のような軟弱地盤上の橋梁では,地盤

との共振が危倶されるため,免震化工法の採用は敬

遠されがちである.また,免震化によって通常橋梁

の地震時応答変位は増加することになるが,この変

位増加が許容されない構造の既設橋梁も少なくない.

このような場合,制震装置の設置による橋梁の高減

衰化工法が有効であると考えられる.

本報では,筆者らの開発した制震装置(パワフル

TMDl))が耐震補強工法として大地震時にいかに有

効に働くかを検討するために,橋脚の非線形特性を

考慮した非線形地震応答解析を実施した.また,同

様の条件下で免震化工法として高減衰ゴム支承への

置換えを行ったケースについても解析を行い,両者

を比較検討することで,両工法の特徴を明らかにし

た.

2.検討概要

(1)対象橋梁

検討対象とした橋梁の一般図を図-1に示す.上部

構造は3径間連続鋼床版籍桁で横長210m,支間長
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図-1橋梁一般図
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図-2　橋脚の水平力と変位の関係

69.5m+70.0m+69.5m,総重量2850trである.橋脚は

直径3.5mの円形中実断面,橋脚高1 1.9mのRC構造で,

厚さ12mmの鋼板巻立て補強が施してあるものとする.

図-2に上部構造慣性力の作用位置における橋脚の水

平力と変位の関係を示す.また,図中には復旧仕様
2)を参考に許容塑性率〝=8とした場合の変位も併せ

て示す.秦-1に示すように検討対象ケースは3ケー

スであり,支承構造は, CASE-1,2は弾性ゴム支暴,
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CASE_3は高減衰ゴム支東である.下部構造は橋脚

基部までを対象とし,モデル化に際しては基部固定

の条件とした.地盤種別は, 1.で述べた理由から

Ⅲ種地盤とした.

秦-1検討対象ケース 

CASE-1 �4�4Rﾓ"�CASE-3 

免震.制震方法 冖8+R�パワフルTMD 冤i�ｸ迚eﾂ�

支柔構造 �&Y�ｸ588�迚�ﾂ�俘(ﾋ��ｨ588�辷�2�

(2)制乗･免震方法

本検討では,鋼板巻立て補強によりせん断耐力と

じん性の向上は図られているが,これだけでは補強

が十分ではない橋脚を検討対象としている.この場

令,曲げ耐力を向上させる工法が考えられるが,こ

れによると基礎も含めた大規模な補強が必要となる

可能性がある.基礎の補強は避けて橋脚の補強を行

うためには,橋に減衰を付加して設計地震力の低減

を図る方法が有効である.そこで,減衰を付加する

手段として本解析では,制震装置の設置と高減衰ゴ

ム支乗の採用の2方法を選定した.

本制震装置は質量比p=0.01,てこ比rL=5とし

て,橋脚の降伏時剛性を用いて求まる橋の固有周期

に対して最適設計3)した.高減衰ゴム支承は有効設

計変位qe=35cmとして,橋の固有周期がl･8secにな

るように設計4),5)した.図-3に高減衰ゴム支承の水

平力と変位の関係を示す.

3.解析方法

(1)解析モデル

解析の対象とする橋梁は図一1に示す3径間連続橋

であるが,中間橋脚p2とそれが支持する上部構造橋

桁部分からなる系を取り出した単橋脚モデルで代表

させ,橋軸方向の地震応答を対象とする図-4に示す

解析モデルとした.図のように上部構造は1質点に

置換え,橋脚は曲げによる非線形履歴特性を反映

上部構造

弾性ゴム支暴

一　　橋脚

:(トリリニア)

土
(a)制御無し

千

棚　珊　訓_000

O))a a:計省

設計変位UBL,-i5cm 劔 

I �� 

喜降伏 � � ��

圭8yy=5.065cm � 停莎(���I 98.33l〝c l ��

1 

･1-..-.K.= �3ゅsGIN�� 冤 ��

I ��

0　　　　1 0　　　　20　　　　30　　　　40　　　　50

変位8(cm)

図-3　高減衰ゴム支承の水平力と変位の関係

させるために剛性低下型のトリリニアモデルを用い

た非線形梁要素でモデル化した.この要素の履歴特

性は,前述の図-2のとおりである.図-4(a)は

CASE-1のモデルを示したもので,弾性ゴム支乗は

線形バネ要素でモデル化した.図-4(b)に示す

CASE-2も同様に弾性ゴム支皐をモデル化し,制震

装置の重錘はl質点で代表させ,反カフレームの質

量は無視した.さらに,てこをモデル化するために,

反カフレームの変位uF,ameは,橋桁と橋脚頂部の変

位〟Gi,de,, u,.･e,の関数として式(1)で与えた･

uF,amp- rL(uGi,de,- upie,) + up,･e,　(1)

最後に,図-4(C)に示すcASE-3では,高減衰ゴム支

承を図-3で表される履歴特性を持ったバイリニア型

の非線形バネ要素でモデル化した.

(2)入力地震動

建設省土木研究所作成のⅢ種地盤用標準波(レベ

ル2) 4)と兵庫県南部地震において東神戸大橋近傍

の地盤上で観測された加速度記録の横軸直角成分の

2波を,入力地震動として用いた.前者は,大振幅

が何度も繰返して作用するタイプの地震動であり,
一方後者は,衝撃タイプの地震動である.

反カフレーム

てこ

上部構造

弾性ゴム支暴

橋脚
(トリリニア)

よ
(b)パワフルTMD

図-4　解析モデル
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4.解析結果

(1 )主桁と橋脚頂部の時刻歴応答変位

図-5(a)はⅢ種地盤用標準波を入力したときの主桁

の応答変位の時刻歴波形を示したものである.

CASE-2では, 2.5sce付近の応答がcASE-1と比較し

て40%以上低減されており,地震動の初期段階から

本装置が制震効果を発揮していることがわかる.一

方, CASE-3では,全地震動継続時間にわたって全

般的に,主桁の応答変位がcASE-1より大きくなっ

ており,また一旦大きな応答変位を経験した直後に

は,反対方向にも同程度の応答変位が出る傾向にあ

る.図-5(b)は橋脚頂部の応答変位の時刻歴波形を示

したものである.図のようにCASE-2では,主桁同

樵,地震動の初期段階である1.8sce付近の応答が

CASE-1と比較して約40%低減されており,制震装

置が制震効果を発揮していると言えるが,後半部の

40.Osce以降で制震効果がやや落ちている.これは,

入力地震動後半部の卓越振動数の変化に,制震装置

が対応しきれなかったためであると考えられる.こ

れに対して,高減衰ゴム支東では全地震動継続時間

を通して高い制震効果を発揮していると言える.

図-6(a)&ま東神戸大橋記録を入力したときの主桁の

応答変位の時刻歴波形を示したものである.東神戸

大橋記録は従来のTMDではあまり制震効果が期待

できない衝撃波タイプの地震動であるが, CASE-2

では7.Osec付近のピーク応答時でも約30%低減して

おり,その後は主桁の応答を約1/3に低減させてい

る.一方cASE-3では, Ⅲ種地盤用標準波と同様,

応答変位がcASE-1に比べて増幅しており,大きな

応答変位を経験した直後に反対方向にも同程度の応

答変位が出る傾向が顕著である.図-6(b)は橋脚頂部

の応答変位の時刻歴波形を示したものである.

CASE-2では, 7.Osec付近のピーク応答を半減させて

おり,制震装置の追従性の良さを証明していると言

える.また, CASE-3は全継続時間を通して高い制

震効果を発揮しており,衝撃的な入力に対する応答

を約87%低減させている.

cASE_2では20.Osce以降でほとんど応答変位が出

ていないのに対してCASE-3では,制御無しと同程

度のほぼ一定振幅の応答変位が継続していることが

図-6(a), (b)に共通して見られる.これは,地震動

後半部の100gal程度の入力に対して,制震装置は有

効に制震効果を発揮するのに対して,高減衰ゴム支

承ではまだ塑性域に入らず,弾性応答したためであ

る.

(2)最大応答億の低減率

表-2は,各ケースの橋脚頂部の最大応答変位,上

下部構造間の最大相対変位と, CASE-1の応答を基
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図-6　応答変位波形(東神戸大橋)

準としたcASE-2, 3の低減率を示したものである.

まず,橋脚頂部の最大応答変位であるが,

CASE-2で約38, 52%, CASE-3で約81, 87%低減さ

れている. CASE-1の応答は, Ⅲ種地盤用標準波,

東神戸大橋ともに許容塑性率付近であるが,

CASE-2では最大応答塑性率は5以下となり許容値を

十分に満足する.また, CASE-3では最大応答塑性

率が1.5以下に大きく低減されている.

次に,上下部構造間の最大相対変位であるが,

CASE-2では2070強低減されて15cm程度である.一方,

CASE-3では100%以上増幅されて40cm以上の相対変

位が生じており,隣接桁同士の衝突に対する配慮や

大きな伸縮装置･落橋防止構造が必要となる.
-319-



秦-2　最大応答値と低減率

Ⅲ種地盤用標準波 劔�8ﾉ��ｹ�X���

CASE-1 �4�4Rﾓ"�低減率 �4�4Rﾓ2�低減率 �4�4Rﾔ��CASE-2 �.�ﾋ越b�CASE-3 �.�ﾋ越b�

庸脚頂部変位 蔦#R縱�6ﾒ�15.98cm �3r繝"R�4.85cm 塔���2R�28.03cm ��2經F6ﾒ�5Ⅰ.69% �2緜F6ﾒ�87.01% 

応答塑性率 途縱��4.84 ��I.47 ��8.49 釘���� ������ 

主桁と橋脚の相対変位 蔦�ゅC66ﾒ�14.47cm �#�紊坦�40.62cm 蔦�#�紊�R�19.60cm ��B纉V6ﾒ�23.72% 蔦3偵�V6ﾒ�-99.23% 

(3)制乗装置の挙動

表-3は,制震装置のてこによる橋脚頂部への最大

反力を示したもので,反力は水平耐力のそれぞれ21,

14%程度である.図一7は,東神戸大橋記鐘における

最大せん断力発生時刻付近の橋脚頂部に作用する水

平外力の応答波形を整理したものである.上図のよ

うに制震装置の反力と支暴反力の位相はずれており,

制震装置の反力はむしろせん断力を低減する効果の

方が大きいと考えられる.その結果,下図のように,

橋脚に作用するせん断力は,制震装置の設置により,

制御無しの場合より低減されている.

なお,橋脚頂部と制震装置の反カフレームの最大

相対変位はⅢ種地盤用標準波,東神戸大橋記録でそ

れぞれ90, 75cm程度,反カフレームと重錘の最大相

対変位はそれぞれ150, 100cm程度となった.

5.まとめ

本検討により得られた結論を以下にまとめる.

1)制震装置を橋脚に設置することで, Ⅲ種地盤用

標準波のような大きな振幅が何度も繰返し作用

するタイプや,東神戸大橋のような衝撃的なタ

イプのいずれの大地震に対しても,曲げ耐力に

対する補強を行わずに,橋脚の応答を許容塑性

率以下の安全な範囲に抑えることが可能となる

ことが示された.

2)上下部構造間の相対変位は,本制震装置の設置

により大きく低減させることができるが,高減

衰ゴム支東に置換えた場合には逆に増大する.

免震化工法採用による隣接桁同士の衝突が危倶

される場合,本制震装置の採用が有効である.

3)橋脚頂部に作用する制震装置の反力と支承反力

の位相はずれるため,橋脚に作用するせん断力

は,制震装置の設置により増加しない.
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図-7　橋脚頂部作用力

義-3　制震装置の最大反力
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